



佐 藤 倫 正
　　　1　はじめに
　アメリカ会計学会の重鎮ロバート・アンソニー（Robert　Newton　Anthony）（1）の晩年の労
作Future　l）irections　for　Financial　Accounting（Dow　Johns－lrwin，1984，pp．xx、190．）の翻
訳出版を企てた。rアンソニー財務会計論』は，私が選んだ表題である。何のへんてつもない
表題ではあるが，アンソニーの名を知る者にとって，彼が描く「財務会計論」というだけ
で，そこに何かありそうな気配をかもしだす。そんな効果を狙った表題である。そして実際
にそこではユニークな「財務会計論」が語られている。
　出版にあたって，当書の意義および背景を要約した「あとがき」を付けることにした。本
稿では，その「あとがき」に構成内容や具体的会計手続きなどを加筆してrアンソ・一財務
会計論』の概要を紹介する。
　アンソニーはその前年にTetl　It　Like　Jt　Was’AConcePtuat　Framework　for
Financial／Accounting（lrwin，1983．）を著わしている。これは，『ありのままを語れ：財務会
計論の概念フレームワーク』とでも訳せばよいのであろうか。1984年版は『財務会計の将来
の方向』と訳されようか。
　じつは，この二冊はタイトルこそ違え同じ内容の本である。1983年版のrありのままを語
れ』は研究老を意識して書かれた。それゆえ『ありのままを語れ』には96ページに及ぶ注釈
と文献リストが付けられていた。ところがアンソニーは彼の構想がさらに多くの支持者を
得ることを望み，その普及版を作成した。それが1984年版のr財務会計の将来の方向』であ
る。それは，rありのままを語れ』から注釈と文献リストを外し，本文の重要性の低い部分を
いくらかカットしたものであった。
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　普及版を持ったということはアンソニーの構想の一つの性格を表しているとみるべきで
ある。1983年出あっての1984年版であり，1984年版なくして1983年版に込められていた熱意
は量られない。両著を一体として見たときに，やむにやまれぬ熱意で描かれた財務会計のひ
とつの構想が浮かび上がってくる。それがrアンソニー財務会計論』である。
2 rアンソニー財務会計論』の背景と狙い
　（1）財務会計の将来の方向
　『アンソニー財務会計論』の核心は何か。これは二冊の原著のタイトルからおよそ明らか
である。r財務会計の将来の方向』は，その構想が，現行の実務に基礎を置きながらも，財務
会計の何か新しい発展の方向を示そうとしていることを示唆している。
　rありのままを語れ：財務会計論の概念フレームワーク』は二うのことを示唆している。
ひとつは，それが財務会計の個別の問題点を論じたものではなく，一組の財務会計の概念構
造の記述を目指したこと。いまひとつは，現行実務の中に「ありのままに語っていない」部
分があると著者が考えていることである。それを「ありのままに語らせる」のが財務会計の
「将来の方向」ということなのである。
　それでは，現行会計が「ありのままに語っていない」のは，いったいどのような経済事象
か。アンソニーはそれを利子コストに求める。
　（2）利子コスト会計
　利子コストの取扱については従来いくつかの見解が対立していた。負債の利子コストだ
けを認識しそれを期間費用とするのは最も保守的な立場であり，負債の利子コストだけで
なく自己資本の利子コストをも認識しかつそれらの原価性も認めるのは最も積極的な立場
である。現行の実務はこの中間にある。我が国では保守的立場にやや寄っ七おり②，アメリ
カでは，いくぶん積極的な展開を見せたた③。アンソニーは，その中の最も積極的な立場の
必要性と実行可能性を説く。それが本書で体系化されており，これがrアンソニー財務会計
論』の第一の特徴である。
　利子コストの会計は1920年前後にはかなり議論されたトピックであったが，その後の40
年間はほとんど論じられなかった。ところが1970年代の急激な利子率の上昇は，この問題に
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対して新たな注意を喚起することとなった（4＞。
　APBは1971年にこの問題を検討するための委員会を設置した。しかし意見書公表に至る
前にその活動を停止してしまった。電力およびガス事業を営む公益企業は利子コストを資
本化する名文の規定があったが，一般企業については明確な基準の無いまま放置された。A
工CPAの監査ガイドからの言及が不動産開発と映画制作に対してあったが一貫性を欠い
ていた。
　その当時，公益事業会社以外でも利子コストを資本化する傾向が加速しつつあった。その
ため財務諸表の企業間の比較可能性は大きく低下した。このような状況を危惧したSEC
は，1974年11月に会計連続通謀第163号を公表し，公益事業会社以外の大多数の届出企業に
対し，FASBがこの問題についての基準を明らかにするまでは，利子コストを資本化する
会計の不採用と不拡大を命じた。ボールはFASBの手に移った。
　1974年にFASBはこの問題を検討することに同意し，翌1975年には討議資料作成のた
めの専門委員が任命され，広範な研究が開始された。その後，1977年にr討議資料』，1978年
に『公開草案』を公表し，翌1979年には，基準書第34号「利子コストの資本化」を明らかに
した。基準書目34号は，全ての企業の「適格資産」について借入資金の利子コストの資本化
を要求することによってこの問題の解決を図った。
　審議の過程で，利子コストを資金源泉を問わず積極的に認識しようとするアンソニーの
説も検討されることろとなった。しかし，その主張は，利益測定と資産評価原則を根本的に
変えることになるため，現行のフレームワークと合い入れない。結局，審議会はこの提案の
検討を棚上げしてしまった。利子コストの資本化に関する基準づくりを急いでいる審議会
が，アンソニー説の検討は自らの責任の範囲を越えていると判断したのは，無理からぬこと
であった。そこで，これは概念フレームワークの問題として残されることになった。
　これと並行して，概念フレームワーク・プロジェクトの方も進展をみせ，次第にその姿を
現わしてきた。しかしながら，それは，利子コスト会計についてなんら指針を提供するもの
ではなかった。利子コストについて「ありのままを語れ」という主張は，個別基準レベルで
も概念フレームワークのレベルでも，FASBによって回避されてしまった。
　財務会計の「将来の方向」が体系的な概念フレームワークのもとで論じられるべき時期が
到来した。
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　（3）概念フレームワーク
　アンソニーには彼が構想する財務会計の必要性と現実妥当性をアッピールし，できるだ
け多くの人に理解してもらう必要があった。そのために彼は一組の概念フレームワークを
提示する必要があった。利子コスト会計は減価償却会計の導入以来のドラスティックな変
革を引き起こすと考えられる。そのため充分な議論を尽くす必要がある。
　会計学にかぎらず，論争あるいは議論が空転するのは，前提に同意できないからなのか，
推論過程に同意できないからなのか，が曖昧になったままのことが多い。前提を明示するこ
とは，自身の概念フレームワークを明確にするだけでなく，それをめぐる論争が生じたとき
に無用の議論を排除することができる。
　このような配慮から，本書では，前提と，そこから演繹される概念がひとつひとつ区別さ
れ，それぞれの是非と相互の脈絡が検討できるようになっている。すなわち，22の前提と
64の概念および定義が選び出され，組合わされ，ひとつの概念フレームワークが提示されて
いる。これが『アンソニー財務会計論』の第二の特徴である。
　彼がおこなった作業は次の二つのステップに要約される。先ず，現行実務を分析し，現実
から帰納された前提と，それから演繹された概念からなるメイン・フレームワークを構築
する。次いで，利子コスト会計を中核にするサブ・フレームワークを提示し，それをメイン
の概念フレームワークに接合して，両者が脈絡を保つことを示してみせたのである。これを
接ぎ木に喩えればわかりやすいかもしれない。現行会計に利子コスト会計を接ぎ訂して見
せ，両方が根も葉も枯れず育つことを示そうとしたのである。
　そのようなフレームワークはそれ自体意義があり検討に値するが，さらに，その作業過程
を検討することは我々に二つの余禄を与えてくれる。第一は，現行会計実務がどうなってい
るかについて確かな見通しが得られること。第二は，概念フレームワークを構築する心得な
り手順なりについて有益な洞察が得られることである。本書は概念フレームワーク作りの
調理場を見せてくれたと言って過言でない。本書を会計公準論が取り扱った素材の延長上
に位置付けることが可能であろう。
　昨今の米国では会計の実証的研究がさかんであり，概念的研究は後退し，澗渇しがちであ
りと言われる（5）。澗渇しがちな米国の財務会計研究に恵みの雨を与えたのが，1986年に「会
計学の殿堂」入りを果たし長老の仲間入りをしたアンソニーであったのは，昨今の米国の会
計研究の一端を象徴しているようでもある。
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3 『アンソニー財務会計論』の構想
　本論は8章に分けられ，eg　1章をのぞく各章に，フレームワークを構成する前提あるいは
概念あるいは定義が，それぞれ番号を付されて配されている。本論では，それら前提および
概念を説明し相互に連携させる作業がなされていると見てよい。
　アンソニー財務会計論を形成するのは22の前提と64の概念であり，そのリストが，本書の
冒頭に要約として提示されている。
　第1章は「このフレームワークの意義と意図」と題される。これは序章である。本書の意
図，背景，狙い，特微が手ぎわよく論じられている。先ず，冒頭で，一般目的の財務諸表に
かかわる概念フレームワークを論ずることを明らかにする。次いで，概念フレームワークの
存在は，会計基準レベルでの無用の議論を排除するという効用を強調する。ただし，これま
でに概念フレームワークは，公的なもの私的なものを含めて，数多く呈示されている。それ
にもかかわらず，敢えて，アンソニーが呈示するのは，現行のFASBの努力に物足りないも
のを感じる（基準に対する充分な指針となりえないと考えている）からであり，また過去の
フレームワークそれぞれが，限界を含んでいる（8）と考えるからである。
　アンソニーのフレームワークは現行実務とほとんどかわらない。ただ，利子コストを全面
的に認識することと，それに伴って，自己資本の区分を工夫変更しているところが異なる
（アンソニーのこのような提案の概要は第4章で明らかにされる）。この工夫は，貸借対照
表の貸方を資金の源泉をとらえることを通して，営利組織と非営利組織の共通性に目を向
けさせる。会計手続きからみると，両組織の間にある違いは，製造業会計と金融業会計との
違いより小さい，というのは面白い着眼である。
　第2章は，財務会計の前提を論ずる。前提は現実の中から帰納的に導かれるとの立場を取
る。したがって，前提は現実が変化すればそれに連れて変化する。前提が現実を正しく反映
していれば，そこから導かれる理論と現実の間に隔たりは生じない。
　アンソニーは会計に関する前提を，（1）経済主体の性格と行動に関するもの，および（2）会計
情報の利用者のニーズ，に分けて考える。前提のための証拠は経済学や一般システム理論な
どの研究成果から集められる。充分な証拠のないものについては，著者の個人的な信念に
よって埋めざるを得ない。22の前提のうち，前提3の「外部関係者から直接に提供された資
金のほとんどが当該主体に対してコストを持つ」が現行会計の前提と異なるところである。
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　第3章は「基礎概念」と題される。ここでは15の基礎的概念が解説される。その第一の概
念は会計主体に関わる。アンソニーはエンティティー観の立場に立つ。第二の概念は財務諸
表の基本的機能を明らかにする。第三および第四の概念は会計の計算目的が損益計算にあ
るか財務状態表示にあるかを明らかにする。収益費用観が資産負債観に優越するとの立場
をとる。第五概念以下は我が国の一般原則の諸概念を含んでいる。会計情報の質的特性に関
する諸概念もここで説明される。この章の補遺ではインフレーション会計に関する庄戸の
見解が詳しく述べられている。
　第4章は「主体持分と持分利子Gと題される。ここでアンソニー独特の利子コスト会計が
展開される（これは次節で概説しよう）。利子コスト会計に関する現行実務の不備が明らか
にされ，さらに，アンソニーのフレームワークの利点が述べられる。さらに，予想される批
判に対する反論が用意されている。
　第5章は「原価と原価割当」と題される。ここではまず，原価概念と原価割当についての
一般的な説明を与えた後，配分手続きの必要性を強調する。変動原価計算の主張は退けられ
る。ついで，学校会計の設例を示して，原価割当には負担の「公平性」の概念が有効に機能
することを明らかにし，利子コストも配分手続きに服することが公平であることを論証す
る。さらに営利企業でもこのことが妥当することを論証する。償却性資産を使用するコスト
は減価償却費と利子要素を含むとして，年金法の減価償却を勧告する。前章が利子コスト会
計の貸方の問題を論ずるのに対し，この章は借方の問題を考察しているという位置付’けも
できよう。
　第6章は「純利益測定」と題される。ここでは主体持分の増加としての利益の認識と測定
が論じられる。利益がいかなる活動に起因するかの分析に続いて，実現概念や対応概念およ
び収益，費用，利得，損失など利益測定にかかわる諸概念が定義される。利益の測定には資
産負債アプーチと収益費用アプーチがあるが，アンソニーは後者を選好する。
　第7章は「資産と資金源泉」と題される。ここでは貸借対照表の構成要素である資産と負
債と資本が定義される。アンソニーは資本を資産の意味で用いる。いわゆる自己資本を持分
と呼び，これを株主持分と主体持分に分ける。これらは負債ともに資金の源泉の性格を持
つ。持分を「権利」あるいは「請求権」と理解することには批判的である。持分という用語
の使用は必ずしも本意ではないのだが，定着した用語として便宜的に受け入れている。
　第8章は「財務諸表」と題される。ここでは財務諸表の体系と，それぞれの財務諸表に期
一156一
69
図一1 『アンソニー財務会計論』の構成
第1章　　このフレームワークの意義と意図
第2章
前　提
???～?? 第　3　章
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?
4?
?
会?スコ子
?
○主体は資金を調達しそれによって
　資産（資本）を獲得する
○資金にはコストが掛かる
○そのコストは資産原価に算入する
第5章
原価割当
　第6章
純利益測定
　　第7章
資産と資金源泉
第8章
財務諸表
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待される基本的な役割が論じられる。貸借対照表と損益計算書のほかに資金計算書と持分
計算書（Statement　of　changes　in　equity）が説明されるが，力点はあくまで貸借対照表と損
益計算書にある。そのほかの財務諸表は必要性の高い時にだけ作成されれぽよいとの立揚
をとる。資金計算書は「資金フロー計算書」と呼ぶのがよいと主張している。これは妥当で
あろう。しかし，中小の企業に毎年資金計算書を要求するのは負担であるという主張を展開
しているのは検討の余地があろう（7）。
　これらの構成を図式的に表示したのが図一1である。
4　利子コスト会計の概要
　アンソニー財務会計論を他と際だたせているのが利子コスト会計である。アンソニーは
企業が外部から調達した資本には全てコストがかかり，そして，そのコストは費用配分の原
則に従うという前提を採用する。この前提は現行の会計における利子コストの認識範囲と
著しく異なる。このような前提から導かれる会計手続が現行会計と異るのは当然である。こ
の概要を，アンソニーが示した設例にしたがって検討しておこう（8）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　利子プール
（借方）
負債利子
持分利子
合計
25
35
?＝
（貸方）
売上原価へ　　32
棚卸資産へ　　8
設備へ　　　　4
一般管理費へ16
　合計　　　鯉
　（1）利子コストの配賦
　たとえば，ある企業の資金が，負債で＄250と持分で＄350調達されているとする。また，
利率はここでは10％と仮定する。負債に対する実際の支払利子額は＄25であったとする。持
分に対する利子は＄35と仮定される（この率はたとえばFASBにより指定されたものと考え
ればよい。この額は，当該期間中に新規の株主持分が調達はなかったものとして期首の株主
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持分の額に利率を乗じて計算されている。期中に株主持分の変動がある場合は，使用資金量
に応じた計算がなされる。）
　設例では年間の利子コストは＄60である。これが棚卸資産とか建設中の設備とか費用と
いった原価対象に配分される。
　配分にあたっては，使用資金単位あたりの実効資金コストに相当するものを年度初めに
予め見積っておく。この例では，その率は，次のように見積利子コスト（＄60）を当該年度
中に使用されると見積られる資本の平均額＄667で割ることによって求められる。
　　　　棚卸資産　　　　　　　＄105
　　　　他の流動資産　　　　　　168
　　　　建設中の設備　　　　　　44
　　　　他の資産（簿価で）　　　350
　　　　使用資本合計　　　　　　667
　　　　年間利子コスト　＝　　＄60　≒　9パ＿セント
　　　　　使用資本　　　　　　　　　　　＄　667
　この9パーセントという率は仮定された負債と持分の利子率より低いが，それは，買掛金
のような仕入先からの資金が明らかに無利子で使用できるからである。
　　この例では棚卸資産に＄40負担させるようになっている。その計算の過程は示されて
いないが，製造過程に＄444の資金が拘束されたと仮定されていると考えられる。ここでは，
＄444×0．09≒＄40が棚卸資産の取得原価に算入され，そのうちの＄32が売上原価になった
と仮定されているのであろう。
　この配分は，償却性資産に対して減価償却と利子要素の合算した率を適用するのが簡便
である。利子コストはまた，比較的長期のあいだ棚卸資産として留まる製品の原価にも加算
される。回転の速い資産には重要性の観点からみて加算は不要である。（ここで棚卸資産は
広い意味で用いられており，鉱石埋蔵物とか，育成中の森林および飼育中の家畜，そして映
画フィルムや不動産開発のような進行中のプロジェクトを含む。）
　建設中の設備に＄4配賦される。これは，＄44・0．09≒＄4で求められるのであろう。利
子は建設中の設備のコストの一構成要素である。しかし設備が稼働した後はいかなる利子
も設備勘定に加算されない。
　期間費用となるのは＄16である。負担先の決まらない利子コストは，その期の費用とする
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しかないからである。このコストを，販売や管理および他の非製造活動に別けて費用負担さ
せることもできるし，一括して示すこともできるが，いずれにしても純利益には影響を及ぼ
さない。
　アンソ＝一はこの配分を先に示したような利子プール勘定を用いて行なうことを勧告す
る。
　（2）財務諸表
　表一1は，現行実務に従って作成された財務諸表と，利子がコストとして認識された場合
にそれらがどうなるかを示した財務諸表である。この修正は，それが新システムのもとでの
第一年度であると仮定している。将来の年度への影響および二組の財務諸表の違いは以下
に説明される。
　　損益計算書
　売上原価は，販売された商品の原価の利子成分だけ増加する。製造に対してチャージされ
た利子コスト合計は＄40であった。そのうちの＄8は棚卸資産に滞留したと仮定されてい
るようで．売上原価追加額ば＄32となる。売上原価は現行実務のもとでの計算と比べて利子
成分の額だけ高くなる。
　販売費および一般管理費は＄9減少する。それは，もにや負債利子そのものがチャージさ
れないことによる＄25の減少と，資産勘定にチャージされない利子コスト＄16の発生の二
つの項目の正味額である。
　法人税費用は現行会計と変わらない。それは，少なくとも初めのうちは，持分利子は損金
算入項目として認められないであろうと仮定しているからである。
　純利益は＄23減少する。持分利子がコストとして認識されたからである。もっとも，資産
勘定に入っている持分利子があるため，この減少額は持分利子の発生額とは一致しない。こ
の方式での純利益は，一般に，現行会計より少なくなることは間違いない。
　　貸借対照表
　総資産は＄12増加する。資産原価に含められた利子コストの額である。棚卸資産は8ドル
増加する。それは棚卸資産にと．どまっている利子コストの額である。この額だけ，その後の
貸借対照表でも，現行実務による額よりも大きくなる。設備は＄4増加する。それは建設中
の設備のうちに資本化された利子の額である。
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　表一1
　　　　　　　　　現行の財務諸表と提案された財務諸表の比較
損益計算書，1941年　　　　　現行のもの　．　　　提案されたもの
売上解益　　　　　　　　　　　＄1．000　　　　　　　　＄1．000
　売上原価　　　　　　＄700　　　　　　　　　＄732
　販売費，一般管理費　　220　　　　　　　　　　211
　法人税費用　　　　　　40　　　960．　　　　　40　　　983
　　純利益　　　　　　　　　　＄40　　　　　　　　　＄17
貸借対照表，1941年12月31　　　　資産　　　　　　　　　　資産
　棚卸資産　　　　　　　　　　＄135　　　　　　　　　＄143
　設備および装置（純額）　　　　　300　　　　　　　　　　304
　その他資産　　　　　　　　　　300　　　　　　　　　　300
　　資産合計　　　　　　　　　＄735　　　　　　　　　＄747
　　　　　　　　　　　　　　　　持分　　　　　　　資金の源泉
　流動負債　　　　　　　　　　＄115　　　　　　　　　＄115
　固定負債　　　　　　　　　　＄．250　　　　　　　　　＄250
　株主持分　　　　　　　　　　　　370　　　　　　　　　　　365
　主体持分　　　　　　　　　　　　　0＊　　　　　　　　　　　17
　　負債および持分合計　　　　＄735　　　　　　　　　＄747
　　＊現行の株主持分に合算されている
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　株主持分は＄15大きくなる。提案された貸借対照表では，単純化のために初年度の期首主
体持分はゼロと仮定されている。従って期首株主持分は350ドルであった。当該年度中の株
主持分の変化は次のとおりである。
期首残高
純利益
主体持分
配当
　　期末残高
現行
＄　350
　＋40
　　＊
　一20
＄　370
提案
＄　350
　　＊
　＋35
　－20
＄　365
差額
　＄o
　－40
　＋35
　　0
　＄一5
　　　　＊株主持分には含められない
　主体持分はゼロからスタートすることが仮定されているので，当該年度末の残高は純利
益の＄17と等しい。主体持分の残高は，純利益が出る年度に増加し，純損失が出る年度には
減少するする。
　　5　『アンソニー財務会計論』の読み方
　すでに見てきたように，この書物にはアンソニーのいくつかの努力が注がれている。それ
ゆえ，この書物にはいくつかの読み方があるように思われる。
言うまでもなく，利子コスト会計の意義をアッピールすることは本書の眼目であるから，こ
れが第一の読み方である。さらに，概念フレームワーク論あるいは会計公準論としての貢献
があることは先に指摘したとおりである。これが第二の読み方であろう。そして，彼の利子
コスト会計が基準書第34号に取り入れられなかったこともあり，本書はFASBの概念フ
レームワークへの批判の書としての性格を持っている。これが第三の読み方である。
　この他にも，資本会計論として，資金会計論として，非営利組織会計論として読むことも
できる。さらに公益企業会計論にも貢献するところがあるように思われる。
（1）資本会計論とのかかわり
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　利子コストを費用とみなすか利益の分配とみなすかは会計主体論の重要な争点であっ
た。負債利子は所有主の立場からは費用であるが，エンティティー観に立てば利益の分配で
あると論じられたこともあった。
　持分利子を認識する立場は少数説であった。その理由として，実際原価でなく推計された
原価であること，経営者および出資者の双方を混乱させること，未実現利益の計上につなが
ること，利子率の見積りに困難を伴うこと，記帳費用を増大させること，などが挙げられて
いた。アンソニーは，本書で，持分利子の認識に対する上述の批判をひとつひとつ論破して
見せた。アンソニーはエンティティー観に立ちながら，負債利子も持分利子も外部資金を利
用することから生じる費用であると論じた。これは考え方として筋が通っているだけでな
く，株主の浮動化現象が生じている現代資本市場の一面の真理を突いている。
　株主ははその出資を限度として責任を負う。利益次第では分配を受ける額に天井はない。
これが有限責任の理念である。しかし，分配に天井がないとは理念として言いうるが現実的
ではない。所有と経営が分離した企業では，企業がたとえ多額の利益を上げたとしてもそれ
に比例して配当が増えるとは限らない。企業は将来に備えて利益を留保する。
　このような状況で，株主が提供した資金に一定の利子費用が発生したことを認め，実際の
配当はその発生費用の事後的支払いであるとみる立場が出てきてもよいであろう。これが
アンソニーの発想の原点である。
　株主持分の利子コストを認めると，利子コストの貸方記入が問題となる。アンソニーはそ
れを負債の未払利息のように扱い，株主持分に加算するよう提案する。これは資本区分の新
しい分類の提案につながる。すなわち外部資金提供者から区別された主体独自の持分を主
体持分として認識するようになる。
　この一連の論議は資本会計論が扱った素材の延長上にある（9）。
　（2）資金的会計思考
　アンソニーのフレームワークでは，貸借対照表の貸方を資金の源泉ととらえる。その場合
負債と株主持分の外部資金源泉としての同質性が強調される。これは資金的貸借対照表観
である。そこで株主持分は現在の株主の請求権ではなく，資産から負債を差し引いた残与で
もない。主体が利用している資金源泉である。外部源泉からの資金にはコストがかかる。こ
れが利子コスト会計の基本的前提であるが，これは資金的貸借対照表観から理論的に派生
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しうるものと考えられる。第三の区分である主体持分は資金の内部源泉と位置付けられる。
　貸借対照表の借方をアンソニーは資産と呼び，資金の運用形態というような表現を避け
ている。これは一貫性を欠いていると言えなくはない。私は，この点をご本人に直接質問し
た。その答えは，資産が資金の運用形態であることを否定するものではないが，資産はすで
に定着した用語であり，利子コスト会計を展開するにあたって，あえて資金の運用形態と説
明しなおす必要はないから，ということであった。
　損益計算書にも随所に資金的解釈が見られる。利益は資金の源泉であると定義されてい
る。それにもかかわらず，アンソニーは利益と資金フローを対立的にとらえている。この点
は資金的損益計算の考え方を導入して改善の余地がある。
　アンソニーは資金という用語を頻繁に用いる。しかし，資金の定義はしていない。貨幣的
資源としての資金を否定してはいないようであるが，それに限定もしていない。むしろ広く
資源と考えているようである。これによって原価配分手続きと資金フローを接合させる効
果があり，資金会計の概念フレームワークを考える上で参考になる。利用資金のコストを考
えるのは資金会計論のひとつの展開形態とも考えられる。
　このようにrアンソニー財務会計論』を資金会計論として読むこともできる。ただアンソ
ニーはそれに気付いてはいないようである。問題を資産負債観と収益費用観の対立の中で
とらえているだけであり，資金観への言及はないのである。
　（3）一般私企業以外への適用可能性
　上記の資金的理解をとおして営利組織と非営利組織の双方に適用可能なフレームワーク
が浮かび上がってくる。これがrアンソニー財務会計論』の第三の特徴である。
　　1）非営利組織会計
　　非営利組織には資本金の概念がない。そのような組織には資本金を強調するフレーム
　ワークは適用困難である。貸借対照表の貸方を資金の源泉とみて，株主持分と負債の同質
　性を強調するフレームワークは，営利組織と非営利組織の双方に適用可能となる。
　　さらに，そこに「利用資金の効率」という概念を介在させると，両者に繋がりが出てく
　る。利子コストはまさに利用資金のコストである。これは営利組織であれ非営利組織であ
　れ存在する。貸借対照表なり損益計算書なりがそれを測定表示できれば，両組織の会計は
　基本的に同じ原理にもとづいているという認識が得られる。ともに利子コストを回収し
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て初めて組織体の財務的資本は維持されるからである。
　2）公益企業会計
　このフレームワークは株式の債権化現象があらわれているような企業には適用可能で
あろう。なかでも公益企業への適用可能性は大きいように思われる。とくに，電力および
ガス会社のような公益企業の料金設定にはレート・ベース方式が採用されており，この
場合，利子コストは自己資本の利子コストも含めて料金原価に算入される。そこで，アン
ソニーのモデルは，このような公益企業の会計を分析するために有効な視点を与えてく
れそうである。さらに水道事業のような公営の公益事業は，その効率的運営を考えると
き，このフレームワークの適用が期待される領域のように思われる。
　非営利組織への適用可能性を持つフレームワークは，営利企業にたいする適用可能性
を制約する。すなわち，営利組織のすべてにこのようなフレームワークが適用できるわけ
ではなく．私的に所有されている閉鎖企業には心理的に受入れられないかも知れない。こ
れはアンソニーがエンティティー観に立脚して概念フレームワークを構築したのだから
当然と言えば当然である。
6　おわりに
　『アンソニー財務会計論』を際立たせている三つの特徴がある。それは，（1）利子コストを
全面的に認識する会計を，②包括的な概念フレームワークのもとに提示し，その場合，（3）営
利組織会計と非営利組織会計の類似性に着目すること，の三つである。
　利子コスト会計は減価償却会計の導入以来のドラスチックな変革を引き起こす。それゆ
え広範な議論なしでは受け入れられないとアンソニーは考える。たしかに，税効果会計や価
格変動会計や資金会計などが実践に移された今，残されている最後のそして最有力の領域
かもしれない。最：初，私は，自己資金コストは付加原価かと思った。それゆえ収支基準に反
すると思っていた。しかしそうではないことに気付いた。配当という費用の見越し計上によ
る引当てとみれば，完全に通常の発生主義会計の枠のなかに入ってくる。それにしても，多
くの論点が絡み合っているため，議論百出することは避けられないであろう。
　利子は現在の貨幣と将来の貨幣をつなぐ時間に乗るための「乗車券」のような性格を持つ
と考えられる。その乗車券の価値は，それが創出する価値に比べて相対的に僅少であれば，
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無視されてよいであろう。しかし，利潤率がおしなべて低下しているような経済下では利子
の経済計算に占める比重は大きくなっている。
　さらに，普通株式による配当は，利子とは別の形の貨幣の時間をつなぐ乗車券ではある
が，配当支払の定額化と持分投資家の浮動化にともなって，株式に当初付与されていたその
ような性格が希薄になっている。その結果，貨幣資本の本来の属性，すなわち，利子を持つ
という側面がいっそう強く現れてきている，と言える。
　このような場合，会計は，この事実を認識すべきである。その時に，会計は「ありのまま
を語る」ことになる。
　『アンソニー財務会計論』は，このような主題の提案であり，それが引き起こすであろう
議論のための討議資料の役目を果たすはずである。普及版を持ったrアンソニー財務会計
論』は，広く研究者と実務家を合わせた会計人に問い掛けられたアンケートとみることもで
きる。！988年5月に私が大阪でアンソニーと会見した時に，アンソニーは「このような会計
が日本にも適用されうるか」と質問した。私は，その質問をそのまま引き継いで，このrア
ンソニー財務会計論』に託したいと思う。
注
（1）著者のアンソニーは1973－74年にAmerican　Accounting　Assosiationの会長を勤めた。
　FASBの設立以来，概念プロジェクトのタスク・フォースの一員として参画され，ま
　た，防衛関連機器などの対政府納入品の原価計算制度に関与されるなど，多くの政府関
　係の委員を歴任されている。本書は，このような幅広い経験とそこから得られた現実認
　識から導かれたものである。永年ハーバード大学で教鞭をとられ，現在は同大学の名誉
　教授である。多数の著書があり，なかでもAccouting：　Text　and　Casesは7版を重ねて
　いるロングセラーである。また，Management　Accounting，　Richard　D．　Irwin　Inc．，
　1960．（木内佳市，長浜穆良編r管理会計』日本生産性本部，昭和38年），および
　Planning　and－Control　SysteM　一　A　Framework　for　Analysis　一　H．　U．　P，，
　1965．（高橋吉之助訳r経営管理システムの基礎』ダイヤモンド社，昭和43年），および
　　programmed　Learning　Aid　for　Management　Accounting，　Irwin　1970．（佐藤精一訳
　　『管理会計入門』学研，昭和49年）には邦訳がある。
（2）現行会計においては利子コストは負債にかかわるものしか認識されず，自己資本利子
　は認識されないという立場がとられている。「自己資本利子は，いかなる場合にも建設
　原価に算入してはならない。」（飯野利夫著『財務会計論』同文舘，昭和53年，p．150．）
　　（この例外は商法291条が規定する狭義の建設利息である。）さらに，負債の利子コスト
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　についても，最も簡便な処理がおこなわれることになっている。すなわち（広義の建設
　利息のような特殊な例外を除いて）利子コストは財務費用とみなされ期間原価として
　処理されるだけで，原価計算の対象にはならない。（原価計算基準三・（三）および
　五・←）・3）。自家建設のばあい，次の条件が満たされるなら借入金の利子を建設原
　価に算入することが認められる（連続意見書第三，第一，四，2）。①借入金が当該建
　設工事だけに使用されたことが明らかであり，それ以外のものに使用されていないこ
　と。②建設工事が完成するまでの期間に関するものに限ること。
（3）米国では利子コストの会計基準を扱ったものとしてFASB財務会計基準書第34号があ
　る。基準書下34号は，新設備および映画製作および不動産開発のような適格資産の原価
　として利子コストが資本化されることを要求している。しかし，自己資本の利子コスト
　が認識されるまでには到らなかった。
　　長期在庫の例としてよく挙げられるタバコや，ワインおよび酒や，石油および他の鉱
　物資源，育成中の森林および飼育中の家畜などの資産を長期間保有する利子コストの
　認識は第34号に先立つ公開草案では提案されていたが，最終稿からは除かれた。
　　しかし，基準書第34号の履行にあたって既にある種の会計上の困難な問題が引きお
　こされていると言われる。資本化される利子コストの貸方記入は負債利子に対してな
　されるとすると，負債利子の金額の大きさがその貸方記入額を吸収できるほどならば，
　あたかも全てが負債利子であるかのごとく取り扱っても，純利益測定に何の影響も生
　じないが，資本化されるべき利子額が負債利子発生額を越える時には問題が起きるか
　らである。基準書第34号の解決法は，負債利子額を超えての利子の資本化を禁止すると
　いうものである。この解決方法は利子を資本化する理論的根拠とは論理的に矛盾する
　　（借方残高を超える額を費用勘定に貸記するという代替手続きよりは好ましい）。資本
　化されたコストの持分利子部分を留保利益に直接貸記する方がまだ好ましい。これは
　持分利子をコストとして完全に認識するという究極の目標に向けての一ステップとな
　る。アンソニーは最終的には，留保利益勘定そのものが消えて，持分利子は株主持分に
　合算され，主体持分が分離される方向を構想している。
（4）利子コストを全面的に認識するメリットは本書の第4章で充分に論じられている。そ
　の中に，持分資金コストを課税所得計算で認識しないことがアメリカ経済の発展を阻
　害しているという指摘がある。負債の資金コストは税引後では持分の資金コストの2
　倍になる。そのため企業は自己資金による資金調達を減らす傾向にあるという。低い自
　己資本比率は財務体質上問題なしとせず，この問題が先進資本主義国におこりうる経
　済的疾患とかわっている可能性があり，我が国でも切実な問題になることを予感させ
　る。
（5）高山朋子稿「会計理論の再構築に向けて」r産業経理』第47巻第2号（1987年7月）
　pp．92－101．（とくにp．100．）。
（6）r序説』は伝統的フレームワークを代表し，多くの点で現行会計と調和しているが，エ
　ンティテz一観に立ちつつ利子を利益の分配とする点で現状に合わないとする。
（7）株式が公開されていない中小の企業では，投資目的での資金情報の有用性は問題にな
　らないので，その点では彼の主張は妥当である。しかし，貸借対照表と損益計算書だけ
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　では「利益はどうなったのか」という根本的疑問に答えられない。中小の企業でもやは
　り資金計算書は必要であろう。
（8）アンソニーの利子コスト会計を紹介したものに次の文献がある。野口和夫稿「資本利
　子の資産化のあり方」r会計ジャーナル』第19巻第3号（昭和62年3月）また，利子コス
　ト会計についての様々な立場を整理した次の文献を参照されたい。染谷恭次郎稿「会計
　上の利子概念」『財務諸表三本化の理論』国元書房，昭和58年所収。
（9）中村忠教授は本書をこの視点から取り上げておられる。中村忠稿「持分概念の変遷」
　　r会計ジャーナル』第20巻第4号（昭和63年3月）。
（10）負債と株主持分を持分というひとつの概念に融合させてしまうことはしない。それ
　は，負債比率のような実務の中に有効に機能している比率の意義を無視することにな
　るからである。
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